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1. 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

    名 称：東日本旅客鉄道株式会社 

    代表者：代表取締役社長 深澤 祐二 

    所在地：東京都渋谷区代々木二丁目2番2号 

 

2. 対象事業の名称及び種類 

名 称：大井町駅周辺広町地区開発 

種 類：高層建築物の新築 

 

3. 対象事業の内容の概略 

本事業は、東京都品川区広町二丁目に位置する敷地面積約30,700m2の計画地に、業務、宿泊、住宅、

商業、駐車場等の主要な用途を含む建築物を計画するものである。対象事業の内容の概略は、表3-1

に示すとおりである。 

表3-1 対象事業の内容の概略 

項  目 内  容 

位 置 東京都品川区広町二丁目地内 

用 途 地 域 第一種住居地域、準工業地域 

敷 地 面 積 約30,700m2 

最 高 高 さ* A-1敷地 オフィス棟：約114m(T.P.+122m） 

住宅・ホテル棟 ：約107m(T.P.+115m） 

A-2敷地 商業棟：約 17m(T.P.+27m） 

延 床 面 積 A-1敷地  ：約250,000m2 

A-2敷地  ：約9,000m2 

主 要 用 途 業務、宿泊、住宅、商業、駐車場等 

住 宅 戸 数 約300戸 

駐 車 台 数 約500台 

工事予定期間 2022年度～2025年度 

供用開始予定 2025年度（予定） 

*：最高高さは、建造物の最高高さで、現在の想定地盤高は、A-1 敷地の平均地盤面 T.P.
＋8.5m からの高さ、A-2 敷地の平均地盤面 T.P.+9.7m からの高さをそれぞれ示す。 

注）本事業計画の概要は、現時点におけるものであり、今後関係機関等との協議等に

より、変更する可能性がある。 
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4. 対象事業の目的及び内容 

4.1 事業の目的 

本地区は、JR 線・りんかい線・東急線の3 路線が結節する大井町駅に近接した交通利便性の高

い地区であるとともに、品川区役所等の行政機能が集積する、品川区の中心的な拠点となっている。

一方で、大井町駅周辺はゆとりのある歩行者空間や歩行者滞留空間が不足しているほか、周辺道路

との高低差や鉄道軌道による周辺市街地との分断、災害時避難可能な大規模オープンスペースの不

足、憩いの空間や緑の不足などの課題を抱えており、時代のニーズに応じた複合的な土地利用への

転換によって、まちの課題へ取り組むことが求められている。 

本事業の計画地は、「都市づくりのグランドデザイン」（平成29年9月 東京都）において中枢広域

拠点域南部に位置付けられ、業務、商業、宿泊、文化等が集積した、中心部の業務機能を支える拠

点形成がまちの将来像として示されている。また、「新しい都市づくりのための都市開発諸制度活

用方針」（平成31年3月改定 東京都）では中枢広域拠点として活力とにぎわいの拠点地区として、

地域の活力やにぎわいを生み出す機能集積を誘導し、生活や就業の場として、地域における拠点性

を高めていくと掲げられている。この他、「品川区まちづくりマスタープラン」（平成25年2月 品川

区）では都市活性化拠点として位置付けられており、業務、商業、居住、交流、宿泊等、都市機能

の導入・強化を進めるとされている。 

また、「大井町駅周辺地域まちづくり方針」（令和2年11月 品川区）においては、大井町駅周辺地

域の中で先行的にまちづくりを牽引していく広町地区に位置付けられており、大規模土地利用転換

による新たな都市機能の集積に加え、区庁舎再編と連携し区の中心核としてふさわしい複合拠点を

形成すること、駅周辺では重層的な歩行者ネットワークの整備とあわせた土地の高度利用を図るこ

と、駅とまちが一体的に利用される交通結節拠点の形成、既成市街地と交通機能を相互につなぐ歩

行者ネットワーク形成などが整備方針として示されている。（図4.1-1(1),（2）参照） 

広町地区のまちづくりについては、平成30年7月に品川区と事業者の間で「広町地区におけるま

ちづくりの推進に関する協定書」を締結し、土地再編をイメージした都市基盤や施設規模、周辺地

区とのまちづくりの連携などについての共同検討が進められている。より具体的な検討のため、そ

れぞれの敷地を想定する必要があることから、土地の利用区分や土地再編を行うための事業手法等

について合意形成が進められる予定であり、事業手法については、再開発等促進区を定める地区計

画と土地区画整理事業の適用が検討の基本的な方針として予定されている。 

これらの課題と位置付けを背景とし、本地区では、広町地区内の先行事業として、多様な都市機

能を備えた複合拠点の整備、交通広場や多層かつ多方面からの人の動線を縦方向につなぐアーバン

クロス、歩行者ネットワーク形成等による交通結節機能の強化、行政機能や既存公園と連携した地

域防災力の強化、みどりとオープンスペースが連続する高質な都市空間の形成により、個性豊かな

魅力と賑わいのある区の中心核にふさわしい複合市街地の形成を図る。 
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資料：「大井町駅周辺地域まちづくり方針」（令和2年11月 品川区） 

 

図4.1-1(1) 大井町駅周辺地域まちづくり方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「大井町駅周辺地域まちづくり方針」（令和2年11月 品川区） 

 

図4.1-1(2) 計画地及び広町地区の整備方針 
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4.2 事業の内容 

4.2.1 位置及び概況 

計画地は、図4.2-1(1)、(2)及び写真4.2-1に示すとおり、品川区広町二丁目に位置している。

南側には特例都道鮫洲大山線（区役所通り）が通る区域である。南東側にはJR京浜東北線、東京

臨海高速鉄道りんかい線、東急大井町線の「大井町駅」が位置しており、西側には品川区役所が

存在する。 

計画地周辺の主要な道路としては、特例都道鮫洲大山線（区役所通り）、特別区道Ⅱ-3号（区

役所通り）、特別区道Ⅱ-29号（ゼームス坂通り）、特別区道Ⅴ-19号（立会道路）、及び特別区道

Ⅴ-22号（三間通り）が位置している。 

計画地の現在の建物用途は、キャッツ・シアター、スポル、保育園、興行施設及び鉄道関連施

設等となっており、周辺は、官公庁施設、専用工場、倉庫・運輸関係施設等となっている。（図

6.1-6（p.33）参照） 

計画地を含む「大井町駅周辺地域まちづくり方針」に定められた広町地区では公共施設の整備

改善と宅地の利用増進を一体的に行うため、土地区画整理事業による区画再編及び道路基盤整備

が行われる予定である。区画再編後は各街区の土地利用の方針検討熟度に合わせて段階的な開発

が行われる予定であり、計画地は区画再編後のA街区（A-1敷地及びA-2敷地）に該当する。（図

4.2-1(2)参照） 

計画地は、第一種住居地域及び準工業地域に指定されており、周辺は、第一種住居地域、商業

地域及び準工業地域に指定されている。（図6.1-5（p.32）参照） 
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図 4.2-1(1) 計画地位置図 
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図4.2-1(2) 計画地現況図 
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写真 4.2-1 計画地付近の空中写真 
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4.2.2 事業の基本方針 

本事業の整備の基本方針は、以下に示すとおりである。 

 

(1) 土地利用の方針 

・大規模土地利用転換による新たな都市機能の集積に加え、将来的な区庁舎再編と連携し区の中

心核としてふさわしい複合拠点を形成する。 

・周辺市街地との調和を図りながら、駅周辺では重層的な歩行者ネットワークの整備とあわせた

土地の高度利用を図る。 

・A-1 敷地には駅の拠点形成を支える業務、商業、住宅、宿泊機能等の多様な機能を導入すると

ともに多様な交通モード間の乗換えや周辺市街地への移動を円滑にする重層的な歩行者デッ

キを整備し、大井町駅の拠点性及び交通結節機能の強化を図る。 

・A-2 敷地は、賑わいと潤いのある緑豊かな広場を配置し、災害時には行政機能や既存公園と連

携した防災拠点として活用する。 

 

(2) 駅とまちが一体となるまちづくり 

・多様な交通モード間の乗換えや周辺市街地への移動を円滑にするため、地上部及びデッキレベ

ルに重層的な歩行者ネットワークを形成し、駅とまちが一体的に利用される交通結節拠点を形

成する。 

 

(3) 公共施設等の整備の方針 

・地上部及びデッキレベルに駅前歩行者広場及び歩行者専用通路を整備し、重層的な歩行者ネッ

トワークを形成する。歩行者専用通路の整備にあたっては、地上の自動車交通と分離された安

全で快適な歩行空間の確保及び連続的なバリアフリー環境の確保に配慮する。 

・豊かなみどりを備えた賑わい拠点の形成及び災害時の防災拠点形成のため、広場を整備する。 

 

(4) 環境負荷の低減 

・省エネルギーや低炭素への取り組みとして、熱負荷の低減・高効率な設備システムの導入を図

るなど、環境性能の高い建築物を整備する。 
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4.2.3 事業の基本計画 

(1) 配置計画 

計画建築物の配置計画は、図 4.2-2に示すとおりである。計画建築物の断面図は、図 4.2-3に

示すとおりである。 

計画建築物は、特例都道鮫洲大山線（区役所通り）沿いに、A-1 敷地には、オフィス棟及び住

宅・ホテル棟を配置し、業務・宿泊・住宅・商業・駐車場等を計画している。また、A-2 敷地に

は、商業・駐車場等や上部には広場空間を計画している。 

 

(2) 建築計画 

計画建築物の概要は、表 4.2-1(1)、(2)に示すとおりである。 

A-1 敷地の敷地面積は約 23,600m2、最高高さは約 114m、延床面積は約 250,000m2であり、主要

な用途は、業務、宿泊、住宅、商業、駐車場等である。住宅の戸数は約 300 戸、駐車場は約 390

台を整備する計画である。 

A-2 敷地の敷地面積は約 7,100m2、最高高さは約 17m、延床面積は約 9,000m2であり、主要な用

途は、商業、駐車場等である。駐車場は約 110台を整備する計画である。 

表4.2-1(1)  計画建築物の概要（A-1敷地） 

項 目 内 容 

敷 地 面 積 約23,600m2 

最 高 高 さ オフィス棟：約114m 

住宅・ホテル棟：約107m 

延 床 面 積 約250,000m2 

主 要 用 途 業務、宿泊、住宅、商業、駐車場等 

階    数 オフィス棟：地下4階  地上23階 

住宅・ホテル棟：地下2階 地上26階 

構    造 鉄筋コンクリート造、鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造 

住 宅 戸 数 約300戸 

駐 車 台 数 約390台 

注）本事業計画の概要は、現時点におけるものであり、今後関係機関等との協議等により、
変更する可能性がある。最高高さは、現段階における A-1 敷地の平均地盤面 T.P.+8.5m
からの高さを示す。 

表4.2-1(2)  計画建築物の概要（A-2敷地） 

項 目 内 容 

敷 地 面 積 約7,100m2 

最 高 高 さ 商業棟：約17m 

延 床 面 積 約9,000㎡ 

主 要 用 途 商業、駐車場等 

階    数 地下1階  地上3階 

構    造 鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造 

住 宅 戸 数 － 

駐 車 台 数 約110台 

注）本事業計画の概要は、現時点におけるものであり、今後関係機関等との協議等により、
変更する可能性がある。最高高さは、現段階における A-2 敷地の平均地盤面 T.P.+9.7m
からの高さを示す。 
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図 4.2-2 配置計画図 
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図 4.2-3 断面図 
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(3) 交通計画 

関連車両により増加する自動車交通量については、「大規模開発地区関連交通計画マニュアル

改訂版」（平成 26年 6月 国土交通省都市計画課）等に基づき、自動車の発生集中交通量は、約

4,290台/日と想定している。関連車両の主な走行経路は、図 4.2-4に示すとおりである。 

歩行者動線は、3 階デッキ上などに歩行者ネットワークを整備するとともに、2 階にも周辺と

つながる回遊性に優れた歩行者動線を整備する。歩行者の敷地内主要歩行者動線は、図 4.2-5に

示すとおりである。 

なお、交通処理計画等については、今後、現地調査結果や将来予想交通量等を踏まえて、道路

管理者及び交通管理者等の関係機関との協議を行い決定するものとする。 

 

(4) 駐車場計画 

駐車場は、A-1 敷地、A-2 敷地それぞれの地下階に自走式駐車場を配置する計画である。駐車

場の台数は、表 4.2-2 に示すとおりであり、「東京都駐車場条例」（昭和 33年 10月東京都条例第

77号）等に基づく付置義務台数を満足する約 500台を確保する計画である。 

駐車場の主な出入口は、区画道路 1 号に面して設ける計画であり、A-1 敷地、A-2 敷地とのネ

ットワークは、地下で接続させることにより形成し、円滑な運行計画を図る。 

なお、地下駐車場の換気は、機械換気設備とする計画とし、換気口の設置位置については、今

後検討を行う。防災対策として、自動火災報知設備・非常警報設備・非常照明設備・消火設備等

を「消防法」（昭和 23年 7月法律第 186号）に準拠して整備し、安全には十分な配慮を行う。 

表 4.2-2 駐車場計画 

項 目 A-1 敷地 A-2 敷地 

駐車台数 約 390 台 約 110 台 

 

(5) 熱源計画 

本事業は、中央熱源を計画し、エネルギー利用の効率化、エネルギー消費量の削減、温室効果

ガス排出量などの環境負荷の低減を図り、都市の低炭素化を推進する計画である。また、業務、

ホテル、商業を有する複合用途施設であり、各用途の熱負荷パターンが違うことが予想されるの

で、様々な運転パターンを選択できるような熱源機器を選定し、熱源効率の向上を図る。 

熱源は、電力と都市ガスの併用方式を予定しており、エネルギーの二重化を図り、効率的な熱

源システムを採用する。 

また、空調・換気設備、照明設備等については、省エネシステムの採用、高効率機器の導入等

により、エネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の削減等を図り、環境負荷の低減に努める。 
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図 4.2-4 

関連車両の主な走行ルート 
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図 4.2-5 主な歩行者動線計画 
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(6) 給排水計画 

上水は、東京都水道局より供給を受ける計画である。 

排水は、汚水・雨水ともに、公共下水道に放流する計画である。直接放流量を超える汚水排水

は、地下ピットに汚水排水調整槽を設置して夜間放流を行い、公共下水道への昼間の排水負荷の

軽減を図る計画である。なお、汚水貯留槽の設置に当たっては、東京都の「建築物における排水

槽等の構造、維持管理等に関する指導要綱」（昭和 61 年 6 月 61 清環産第 77 号）（ビルピット対

策指導要綱）、「ビルピット臭気対策マニュアル」（平成 24年 3月 東京都）及び「ビルの新築に

伴う地下排水槽（ビルピット）設計の手引き」（平成 31年 1月 東京都ビルピット問題連絡協議

会）などの関係法令に基づき、適切な設置・維持管理を行う計画とする。 

また、雨水排水は、「東京都雨水貯留・浸透施設技術指針」（平成 21 年 2 月 東京都総合治水

対策協議会）、「品川区雨水流出抑制施設の設置に関する指導要綱」（平成 25年 3月区長決定要綱

第 69号）、「水の有効利用促進要綱」（平成 15年 7月 15都市政広第 122号）などの関係法令に基

づき、雨水貯留槽を地下ピットに設置し、雨水の流出抑制を図るとともに、雨水の一部及び厨房

排水などの中水利用を行う予定である。 

 

(7) 緑化計画 

A-2 敷地に賑わいと潤いのある緑豊かな大規模な広場空間を、地区内外の居住者・就業者の憩

い交流として整備する。広場内には、周辺市街地の景観等に配慮して樹種を選定することにより、

緑の質と量を高める計画とする。また、道路沿道の緑化整備、建築物における屋上緑化の実施

等により、「東京都再開発等促進区を定める地区計画運用基準」（平成 31 年 3 月 東京都都市整

備局）及び「品川区みどりの条例」（平成 6年 3月品川区条例第 19号）に示される緑化面積等の

基準を上回る緑地を確保する。これにより、ヒートアイランド対策にも配慮した計画とする。 

 

(8) 廃棄物処理計画 

建設工事に伴って発生する廃棄物は、土工事等では残土、汚泥等が、躯体工事ではコンクリ

ート塊、鉄筋、木材等が、仕上工事等では梱包材、金属類、石膏ボード、木材等が考えられる。

これら建設廃棄物については、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12 年 5

月法律第 104号）、「東京都建設リサイクル推進計画」（平成 20年 4月 東京都）等に準拠して、

分別解体、不要材の減量及び再資源化の促進に努めるとともに、関係法令に基づき適正な処

理・処分を行う。また、計画地内の既設建築物の解体に際しては、石綿含有建材の使用状況、

廃 PCBの状況について調査・確認を行い、使用が確認された場合には、関係法令に基づき適切に

処理等を行う。  

工事の完了後の各施設から発生する一般廃棄物のごみ保管施設については、「品川区廃棄物の

処理および再利用に関する条例」（平成 11 年 12 月品川区条例第 24 号)に準拠して、資源保管場

所や作業場所の基準を満足するよう適切に設置する。 

 

 



 

- 16 -  

(9) 施工計画 

本事業に係る全体工事期間は、表 4.2-3 に示すとおりであり、2022 年度（令和 4 年度）から

2025年度（令和 7年度）を予定している。 

工事の内容は、表 4.2-4に示すものを予定している。 

なお、既存の施設は、工事着手までには、所有者が解体・撤去を行う計画である。 

また、工事時間帯及び休工日等については、今後、検討する計画である。 

表4.2-3 概略工事工程 

 

 

 

 

表4.2-4 工事の内容 

工事の種類 工事の内容（概要） 

仮設工事 準備工事 等 

土工事関連工事 山留工事、杭工事、掘削工事 等 

躯体工事（地下、地上） 鉄骨・鉄筋工事、コンクリート工事 等 

設備、仕上工事（外部、内部） 空調・給排水・電気工事、外装仕上工事、内装仕上工事 等 

外構工事 外構仕上工事、植栽工事、インフラ工事 等 

 

(10) 建設機械 

工事に使用する主な建設機械は、表4.2-5に示すとおりである。 

工事に使用する建設機械は、周辺環境への影響に配慮して、排出ガス対策型建設機械及び低

騒音型建設機械の積極的な採用と、不要なアイドリングの防止、効率的な施工計画の立案に努

める等、環境負荷の削減に努める方針である。 

 

表4.2-5 工事の種類と主な建設機械 

工事の種類 主な建設機械 

仮設工事 バックホウ、ラフタークレーン、トラック等 

土工事関連工事 
杭打機、アースドリル掘削機、クローラークレーン、ラフタ

ークレーン、3軸掘削機、バックホウ等 

躯体工事（地下、地上） クローラークレーン、ラフタークレーン、タワークレーン等 

設備、仕上工事（外部、内部） 工事用エレベータ、クレーン車、トラック等 

外構工事 バックホウ、ダンプトラック等 

 

 

 

A-1敷地

A-2敷地

新築工事

2022年度
（令和4年度）

2023年度
（令和5年度）

2024年度
（令和6年度）

2025年度
（令和7年度）
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(11) 工事用車両の走行ルート 

工事用車両の主な走行ルートは、図4.2-6に示すとおりである。走行ルートは、関係機関と

協議のうえ決定するものとする。 

工事用車両の走行に際しては、制限速度の遵守、不要なアイドリングの防止、過積載の防止

に努める等、環境負荷の削減に努める方針である。 
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図 4.2-6 

工事用車両の主な走行ルート 
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5. 事業計画の策定に至った経過 

本事業の計画地は、「都市づくりのグランドデザイン」において中枢広域拠点域南部として位置付

けられており、業務、商業、宿泊、文化等が集積した、中心部の業務機能を支える拠点を形成してい

くことが目標とされている地域である。 

「大井町駅周辺地区まちづくり構想」においては、商業業務地区及び業務複合地区として位置付け

られており、まちに人を呼び込み滞在性を高める、文化・交流・アミューズメント・魅力ある商業機

能の導入をすることや、広域交通アクセスの利便性を活かし、業務機能の誘導と地区外縁部での業務

集積エリアの形成を促進することが目標として掲げられている。 

上記構想におけるまちの将来像実現に向け、まちづくりの方針を示した「大井町駅周辺地域まちづ

くり方針（令和2年11月）」においては、先行的にまちづくりを牽引していく広町地区の整備方針とし

て「大規模土地利用転換による新たな都市機能の集積」「駅周辺では重層的な歩行者ネットワークの

整備とあわせた土地の高度利用」等が掲げられている。本事業の計画地においては土地利用として「業

務機能や来訪者を受け止める滞在機能、賑わいを生み出す商業機能や飲食文化機能等の多様な機能」、

都市基盤として「駅とまちの機能や地域をつなぐ交通結節拠点の形成」、都市環境として「広場整備

や敷地内緑化」等が位置付けられている。 

また、本事業は、品川区と事業者の間で平成30年７月に「広町地区におけるまちづくりの推進に関

する協定書」を締結し、まちへ人を呼び込み滞在性を高める、魅力ある商業機能の導入、業務、宿泊、

居住等の機能が集積した複合市街地の形成に向けて検討を進めている。 

事業計画が策定された経緯等の概略（関連する上位計画等）は、表5-1に示すとおりである。 
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表 5-1 事業計画の策定に至った経緯等の概略 

時期 主な経緯 

平成 23年 6月 

「大井町駅周辺地区まちづくり構想」において「商業業務地区」及び「業務複合地

区」として位置付けられており、「まちに人を呼び込み滞在性を高める、文化・交

流・アミューズメント・魅力ある商業機能の導入」「広域交通アクセスの利便性を

活かし、業務機能の誘導と地区外縁部での業務集積エリアの形成を促進」等が掲げ

られている。 

平成 25年 2月 

「品川区まちづくりマスタープラン」で本事業が位置する大井町駅周辺は、都市活

性化拠点として位置付けられており、「業務、商業、居住、交流、宿泊等、都市機

能の導入・強化を進める」とされている。 

平成 29年 9月 

「都市づくりのグランドデザイン」において、中枢広域拠点域南部として位置付け

られており、「羽田空港へのアクセス利便性を生かし、土地利用の転換や道路等の

基盤整備が進み、業務、商業、宿泊、文化等が集積した、中心部の業務機能を支え

る拠点が形成されている」とまちの将来像が示されている。 

平成 30年 7月 
広町地区において品川区と東日本旅客鉄道株式会社の間で「広町地区におけるまち

づくりの推進に関する協定書」を締結。 

平成 31年 3月改定 

「新しい都市づくりのための都市開発諸制度活用方針」では中枢広域拠点域内に指

定され、活力とにぎわいの拠点域と位置付けられている。地域の活力やにぎわいを

生み出す機能集積を誘導し、生活や就業の場として、地域における拠点性を高めて

いくと掲げられている。 

令和 2年 11月 

「大井町駅周辺地域まちづくり方針」において、先行的にまちづくりを牽引してい

く広町地区の整備方針として「大規模土地利用転換による新たな都市機能の集積」

「駅周辺では重層的な歩行者ネットワークの整備とあわせた土地の高度利用」等が

掲げられている。計画地においては土地利用として「業務機能や来訪者を受け止め

る滞在機能、賑わいを生み出す商業機能や飲食文化機能等の多様な機能」、都市基

盤として「駅とまちの機能や地域をつなぐ交通結節拠点の形成」、都市環境として

「広場整備や敷地内緑化」等が位置付けられている。 
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